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セ グ メ ン ト別 報 告 書 の

生 成 過 程 と そ の 背 景

田 中 良 三

1.は じ め に

近 年,企 業 の経 営活 動 は め ざ ま しく拡大 したが,そ のな か で も 特 に注 意

を ひ くの は 企業経営 の 多角化 であ る。 つ ま り,多 角経 営 企 業(diversified

Company)の 出現 で あ る。

多 角 経 営 企業 とは,一 企 業 内 に 収益 性,危 険 度 や成 長 性 の こ とな るい くつ

か の事業部門が存在 し,そ れ ぞ れ がか な り自主 的 に経 営 活動 を行な ってい る

もの と定義す ることがで きる。

多角経営企業 と対 比 され るのが,コ ン グ ロマ リッ ト企業r(Conglomerate

Company)で あ る。 コ ング ロマ リ ッ ト企 業 とい う用語には2つ の用 い方 が

あ り,第1は 合併 の特 殊 な形 態,す な わ ち,垂 直 的 な い し水 平 的合 併 以 外 の

合併 を示す のであ り,第2は 多 角 経 営企 業 そ れ 自体 を示 す のであ る。前者 は

企業規模 の拡大 に ともな う経 済力の強化を指向す る考 え方であ るのにた い し
くの

て,後 者 は資 本 提 供者 の情 報 要 求 を指 向す る考 え方であ る。M.F.Cohenは

コン グ ロマ リッ ト企 業 の 本 質 を経営 の多角化 と して とらえ,そ れ を多 角経 営

くの

企 業 と よ ん だ こ と か ら,そ の 用 語 が 一 般 的 に 用 い ら れ る よ う に な っ た の で あ

る 。

(1)J.M.Blair,"AntitrustImplicationsofconglomerateReporting",A。

Rappaport,P.A.Firmin&S.A.Zef∫(eds),PublicReportin8byCon-

glomerates(EnglewoodCliffs:Pren七ice-Hall,1968)p.25.

(2)M.F.Cohen,"TheSECandAccountants:Co-operatineEffortsto

ImproveFinancialReporting",The/oumalofAccozantancy,December

1966,p.88.

'
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多 角 経 営企 業 を取 り上 げ る場 合,企 業 に投 資 す る資 本 提 供者 の立 場,市 場

の競 争 や 独 占を 問 題 に す る 経済学 の立場,そ して 統 計資 料 の収 集や 行 政 ・

立 法 に関連す る行政当局の立場 な どがあ る。SECは,資 本提 供 者 の 立場 か

ら多 角経 営 企 業 が1969年8月14日 以 降FormsS-1,S-7お よび10に よっ

て提 出 す る届 出書 に は セ グ メン ト別報告書を含め ることを義務づけた。 しか

し,そ の背後 に は 反 トラス ト ・独 占に関す る 小委員会(Subcommitteeon

Anti-TrustandMonopoly)に お け る 公 聴 会 に お うと ころが 大 きいのであ

る。

2.公 聴会で の証 言

1969年2月 の フit-・ チ ュン誌 に よれ ば,鉱 業 お よび製 造 業 の合 併 は1968

年 に2,268件 あ り,そ れ は1966年 の2倍,1950年 の10倍 で あ る。 資 産 総 額

でみ る と1966年 に は40億 ドル であ った が,1968年 に は110億 ドル に な り,

お よそ2.75倍 の 増加 で あ る。 また合 併 形 態 を み ると1950年 に は垂 直 的 な い

し水 平 的 合併 が60%以 上 で あ った の にた い して,1968年 に はそ れ が10%以

下 に な り,相 互 に無 関 係 な 企 業 の合 併 が 著 しく増加 し,コ ン グ ロマ リッ ト企

業 と よば れ る巨大企業が出現 したのであ る。

また価格安定委員会の報告書(1969年1月)に よれ ば,1968年 に は製 造 業

に 従 事 して い る企 業 は お よそ200,000社 で あ り,そ の なか で 資 産 総 額10億

ドル 以 上 の ものが70社 で あ り,そ れ らの企 業 の資 産 合 計額 が全 体 の43%,

(3)

また利益 の49%を 占め て い る。

この よ うに,ア メ リカの経 済 社 会 に は 集 中化 の傾 向がみ られ,そ の なか で

も重要 な 役割 を 果 して いたのが コング ロマ リッ ト企業であ る。 コング ロマ

リッ ト企業 は,経 営 的 に は ほ とん ど関 係 のな い異種 の企業 を合併 または買収

す る ことに よ り規模 を拡大 して大 きな経 済力を もつ よ うにな ったので,1965

年 頃 か らそれ は公 正 な市 場 競 争 をみ だす おそれがあ ると して,ク レイ トン法

(3)"ConglolnerateReporting",The/ournal(1ブ!lccountancy,March1969,

P.24
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や連邦商業委員会法を強化 しようとする動 きがあ らわれたのである。

企業の垂直的または水平的合併や買収は,ク レイ トン法に よりきび しく制

限 されていたが,し か し異種の企業の合併や買収は制限 されていない。1965

年4月 にR・Long上 院議員は クレイ トン法を修正す る議案,す なわち 「関

係会社(affiliatedfirm)と 取引を している企業は売上高や売上原価(項 目
くの

別 に),営 業 利 益 お よび純 利 益 を報 告 しなければ な らない」,を 提 出 した。 そ

して この議 案 に つ いての公聴会は,上 院の 司 法 委 員会 の反 トラス ト・独 占に

関す る 小委 員会 の 「産業集 中に影 響を及ぼす 吸収合併 お よび そ の他の諸要

因」 の ところで行なわれ たので ある。

公聴会に おいて,多 くの 証人 は コン グ ロマ リ ッ ト企業 の合併 または 買収

が アメ リカ経 済に及ぼす 影響 につ いて 証言 して いるが,そ のな か で 特 に注

目をす べ き もの と しては,P.R.Dixon(chairmanoftheFederalTrade

commission)とJ.Dirlam(professorofRhodeIslanduniversity)で

あ る。Dixonは,こ れ らの 開示 は垂 直 的 に総 合 され た企業 にだけ限定すべ き

ではな く,多 角経 営 企業 に た い して も要 求すべ きであ ると し,さ らに かか る

詳 細 な 財務 情 報 は新 しい参 加者 を導入 して競争 を刺激す ることに よ り独 占力

を弱めた り,ま た 独 占行 為 の取 締 機 関 に問 題 領域 を洞察 させ るとい う目的に

も役に立つ とのべ ている。

またDirlamは,証 券 取 引 法 を改 正 して事 業部 門別(divisions)や 製 品 種

類 別(productlines)の 売 上 高 お よび 営 業 利 益 を 開示 す ることが 行政当局

や投資者 に とって必要であ ると し,つ ぎの よ うに のべ て い る。 まず 第1に,

我 々は か か る情 報 に よ り企 業 の 競争戦略 を評価す る ことが で きる。第2に,

我 々は 主要 な企 業 の製 品種 類 別 の利益 のみで な く,売 上 高 につ いて の情 報 を

もた な い ときで も,そ れ らの 領 域 に つ い て の 仕 事 を してい る。 しか しなが

ら,我 々が それ らの 情 報 を も って いれば,法 案 の 提 出や 政 策 の変 更 に つ い て

の合理的 な判断をす ることがで きる。第3に,平 均 的 な投 資 者 で あ って も,

(4)L.H.RapPaport,SECAccountin8PracticeαndProcedure3rd.(ed)

(NewYork:TheRonaldPress,1972)p.23・4.
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その情報にもとづき産業ではなく企業それ自体の行動を評価 して適正な意思
　

決定 をす る ことがで きる。

以上 の ような公聴会 の証言か らも明 らかな よ うに,多 角経 営 企業 に た い し

て よ り詳 細 な財務報告書を もとめ る理 由 としては,先 に ものべ た よ うに 大 き

く分 け て2つ あ り,ま ず 第1は 企 業 規模 の拡 大 に ともな う 経 済力の強化に

ついてのものであ り,第2は 資 本 提 供者 の 情報 要 求に つ い ての ものであ る。

第2の 見 解 は あ とで の べ る こ とに し,第1の 見 解 に つ い て は,企 業 の実 態 を

よ り明確 にす る こ とだけでな く,強 大 な経 済 力 を背 景 と した不 公 正な競争が

行 なわれてい るか ど うかを 判断す るための 資料 を 収集す るための ものであ

る。 この点についてのJ.M.Blair(chiefeconomis七,senateAnti・-trust

andMonopolySubcommittee)の 主 張 に は 注 目す べ き もの が あ る。

コング ロマ リaット企 業 が経 営 活 動 を して い る もののなかで1つ 以 上 の産 業

に お い て 実 質 的 な独 占力を もってい る 場合には,そ れ は おそ らく 交 互 助成

(cross-subsidization)と よばれ るのに 最 もふ さわ しい よ うな実務 を行な うこ

とので きる地位 にあ る。つ ま り,そ れ は 実 質的 に独 占力 を もって い る産業か

らえた利益 を用 いて,損 失 あ るい は 非常 に 低 い利益 しか あげ る ことので きな

い競争的産業 の売上高 を助成 す ることを意味す る。 この ような実務 を許容 し

た と した ら,単 一 製 品 の生産 者 のす べ てを 苦 境におちい らせ,自 由競 争 を破

壊 す る ことに な る。 それは,単 一 製 品 の生 産 者 が コソグ ロマ リッ ト企業 のそ

れ よ りも能率的であ り,そ の能 率 に み あ う価 格 を つ けた と しても,コ ング ロ

マ リ ッ ト企 業 は損 失 を 承知 の うえで同額 またはそれ以 下の価格をつけ,そ し

てそ の損 失 を 独 占利 益 に よって補填す ることがで きるか らで ある。 したが っ

て,独 占行 為 の取締 機 関 は,コ ング ロマ リッ ト企 業 の セ グ メン ト別報告書 に

よ りそ の企業が交互助成 を しているか ど うか,も し して い るな らば どの部 分

くの

に,ま た ど の 程 度 で あ る か を た え ず 検 討 し て お く 必 要 が あ る 。

(5)Ibid.,pp.23・4-5.

(6)Blair,op.cit.,pp.25-6,末 尾 一 秋 稿 「セ グ メ ン ト ・レポ ー テ ィ ング の沿 革 と

そ の 背 景 」(『商 学 論 究 』,昭 和48年12月)pp.18-9・
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3.資 本提供者 のセ グメン ト別報告書の必要性

セグメン ト別報告書は,公 聴会において行政当局のみな らず資本提供者に

とっても有用な会計情報を提供するとの証言があったが,こ こではその点に

ついてもう少 し検討することに しよう。

先にものべた ように,最 近における最も重大な変化は営業上で関係のない

企業が啄収 されて 多角経営企業が 形成 されていく傾向が 増大 したことであ

る。ある企業が吸収されてその企業の財務諸表が開示 されな くなるに したが

い,そ の企業の属する産業についての利用可能な情報が減少 してい く。独立

企業の吸収化傾向が強め られていくと資本提供者は,一 産業における当該企

業およびその企業自体の収益性,危 険度や成長性を評価 して自己の知的な結

論を引き出す ことも困難になっていくのである。

たとえば,あ る企業は2つ の事業部門か らなってお り,あ る年度のそれぞ

れの売上高は同じ位であるが,し か しその企業の全体利益のすべてあるいは

かな りの部分はその うち¢)1つ か らもた らされていると仮定 しよう。その場

合,2つ の事業部門を結合 した売上高,売 上原価,費 用および純利益を報告

す る財務諸表は,企 業の経営成果を適正に表示 しているとはいえないのであ
の

る。 したが って,損 益計算書の数値が総利益や純利益をかな りことにする事

業部門の経営成果を結合 している場合には,セ グメン ト別報告書を作成す る

必要がある。
ゆ

E.S.Hendriksenは,こ の 点 に つ い て つ ぎ の よ うに の べ て い る。 多 角 経

営 企 業 は,企 業 全 体 の 要 約 財 務 諸 表 の み で は 不 十 分 で あ り主 要 な セ グ メ ン ト

の 経 営 成 果 の 開 示 が 必 要 で あ る 。 た と え ば,多 角 経 営 企 業 は 異 種 の 産 業 に 属

す る企 業 を 結 合 す る こ と もあ る が,そ の 場 合 に は そ の 企 業 と他 の 企 業 ま た は

他 の 多 角 経 営 企 業 と比 較 す る こ とが で き な い 。 しか しな が ら,資 本 提 供 者 は

多 角 経 営 企 業 に 属 す る各 セ グ メ ン トの 将 来 の 収 益 性 や 危 険 度 を 予 測 し,そ れ

(7)Cohen,oP.cit.,P.59.

(8)E.S.Hendriksen,AccountingTheor夕,reuise4(ed)(ll}inois:Richard

I)Irwin,1970)pp.577-8.
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にもとついて自己の意思決定を しなければな らない。その場合,こ の予測は

歴史的原価にもとついて行なわれ ることになるが,そ れがセグメン ト別の情

報に もとついて行なわれる場合には信頼性の高いものとなるのである。

資本提供者は,(イ)企 業に資本を提供す るか どうか,ま たは現在の投資を

継続するか どうが,(ロ)経 営者を選任す る権限をもっているときには現在の
くの

経営者を支持す るか どうか,を 決定するための情報に関心をよせ る。資本提

供者 とは通常は投資者と債権者である。

投資者は個人投資者と機関投資者とか らなるが,彼 等はともにファイナン

シャル ・アナ リス トの助言に大 きな関心をよせている。NAAの 調査に よれ

ば,フ ァイナンシャル ・アナ リス ト72人 の うちおよそ80%の ものが,企 業

の現在および将来の状態を理解す るには企業全体の損益計算書では不十分で

あ り,ど うしても売上高 および 利益を主要製品別 または 市場別に区分 して
く　

開示す るセグメン ト別報告書が必要であるとしている。セグメン ト別報告書

は,経 営活動の種類およびその活動の相対的な大 きさについての情報を提供

するので,そ れは種々の利点をもつ報告書である。

まず第1に それは投資者の意思決定にあた ってきわめて有用な会計情報を

提供する。投資者の投資行動については種々の見解があるが,こ こでは配当

プラス資本利得(capitalappreciation)の 合計額が 最大になるよう行動す

るとい う見解をとることに しよう。FEIに よれば,配 当や資本利得は企業

の将来の収益性,潜 在的成長性および経営者の管理能力に依存す る。収益性

は総資本利益率,自 己資本利益率や売上高利益率によって,ま た潜在的成長

性は市場の成長性,研 究開発費の支出額や一株当 り利益の成長率によって,
くの

さ らに 管 理 能 力 は 企 業 の 成 長 性 や 自 己 資 本 利 益 率 な ど に よ っ て 分 析 さ れ る 。

将 来 の 収 益 性,潜 在 的 成 長 性 や 管 理 能 力 を 分 析 す る た め の 最 も 重 要 な も の

(9)WB.Mcfarland,ConceptforManagementAccounting(NewYork:NAA,

1966)P,102。

00M.Backer&W.B.Mcfarland,ExternalRepopttingforSegmentsof

aBusiness(NewYork:NAA,1968)p.3.

⑪RK.Mautz,FinancialReportin8byDiversifie4Companies(NewYork:

FinancialExecutivesResearchFoundation,1968)pp.101-14.
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は,資 本,売 上高および利益である。企業全体の将来の利益は,ま ず各セグ

メン トの将来の売上高を予測 し,つ ぎにその売上高に限界利益率を乗 じて限

界利益を算定 し,さ らに各セグメソ トの限界利益の合計額か ら固定費および

本部費を差引 くことによってもとめ られる。

他方,債 権者は長期的債権者 と短期的債権者に区分することができる。長

期的債権者は長期的債権の元本および利息の返済の源泉となる利益に大きな

関心を よせているので,そ れは投資者のもとめている情報 と同一であるとみ

ることができる。それにたい して短期的債権者は短期的債権の支払能力の尺

度 となるキャッシ ュ・フローに大 きな関心を よせている。セグメソ ト別報告

書は支払資金を作 り出す部門のみな らず,そ れを減少させる部門をも開示す

るので,短 期的債権者はセグメソ ト別報告書に より当該企業の弱い部門およ

びその部門が全体に及ぼす程度を適正に評価す ることができる。

第2に,企 業は多角化戦略を推進す るために合併または内部的拡大を行な

うが,そ の場合,経 営者の戦略が正 しかったか どうかをセグメン ト別報告書

により評価すること演で きる。 第3に,そ れは 受託責任(stewardship)の

結果を経営者に正当化す ることを要求することにより彼等をコン トロールす

ることに役立つ。たとえば,種 々の理由のために低い利益または損失を計上

している経営活動の場合,そ の部門の開示により資本提供者や経済全体の便

益のために,経 営者は標準以下の事業部門の改善または廃止の方策をとるこ

とを余儀な くされ る。第4に,セ グメン ト別報告書の開示の要求は,結 果的

には内部の会計手続を改善 して種々な部門の業績を評価す るためにより有用
く　 ラ

な情報を経営管理者に提供するとい う派生的な効果 もある。

4.セ グ メソ ト別 報 告 書 の制度 化

(1)SECとAPBの 関係

戦後,経 営の民主化 と投資大衆の増加にともない行政当局および証券取引

所は,財 務報告書についての伝統的な考え方を再検討することを余儀なくさ

(12Cohen,oP.cit.,P.59.
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れ ている。そ して この再検討は,急 激 に変 化 す る企業 の概 念 と一致 す る しま

たい くつかの企業 においては,報 告要 件 や 慣 習 に した が うよ りもよ り詳細な

報告書,す な わ ち,営 業 の特 定 部分 の企 業 全 体 の利 益 にた いす る相対的貢献

度を 自発的に開示す る よ うにな って きている。 また イギ リスでは,1967年

の会社 法 に よ り取 締 役 報 告 書(director'sreport)に セ グ メン ト別(classof

business)の 売上 高 お よび利 益 また は損 失 の相対的貢献度 を明 らかにす るこ

とが義務づけ られ ている。

SECは,従 来 は セ グ メ ン ト別 報 告 書 を届 出企業 に もとめ ることには きわ

めて消極的であ ったが,し か し資 本 市場 の健 全 な 育成 お よび投資者の保護 の

ためにSECの 見 解 の変 化 が み え は じめ て きた のであ る。

SECは よ り詳 細 な報 告 書 を も とめ る権 限 を もってい るが,そ れ をAIA

に委 譲 し 最 終 的 な 責任 のみ しか 保 持 していなか った のには つ ぎのよ うな 歴

史的経過があ る。1910年 頃 に は 会 計 専 門家 の あ いだ に 会 計用語 を収集 し,

定 義 し よ うとい う 最 初 の試 みが な された。1914年 に設 立 され た 連 邦 銀 行 局

(FederalResearveBoard)と 連 邦 商 業 委 員会(FederalTradeCommis-

sion)は 当時 の財 務 諸表 の多 様 性 に大 きな関心 を示 し,特 にFTCは 主要 な

産 業 のす べ てに た い して統 一会計制度を設定す ることが望 ま しい との意見を

明 らかに した。 そ こでAIAは,監 査 手続 に つ い て の試 案 を発 表 したが,そ

れ は監 査 を受 け る財 務 諸 表 の意味についての最初 のなかば公式的 な見解 の表

明で あ った。 またAIAは,ニ ュ ヨー ク証 券取 引所 と協 力 して一般に認め ら

れた5つ の会 計原 則 を成 文 化 した の で あ る。

この よ うに,AIAは 証 券 法 が 成 立 す る以前 に一 般 に 認め られ た会計原則

を成文化す るための第1歩 を踏 み 出 してい た し,ま た 主要 な 証券 取 引所 か ら

もそ うす る 権限 を 認め られていた ので ある。1933年 の証 券 法 に お い て は,

SECに 提 出す る届 出書 に含 め られ る財務 諸表 は監査を受けた もので なけれ

ばな らない とい う規定が考 え られていたが,そ の監査 人 と して政 府 の会 計 検

査 官(governmentauditor)ま た は 会 計士 が考 え られ て い た。C.A.Carter

は,会 計 専 門 家 を代 表 して,会 計 士 は依 頼 人 の実 情 を よ く知 ってい るので会
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計検査官 よりもより迅速にかつより経済的に監査をすることができると証言

したび彼 の証言は妥当なものと して認め られ,証 券法に会計士の監査規定を

設定 し,国 会の承認をえたのである。その場合,証 券法は他の国とは ことな

り財務諸表についての詳細な規定を設けず,む しろ会計処理および報告要件

の設定および修正の権限を会計士に委譲 し,最 終的な責任のみをSECに 留
く　

保 したのである。 したがって,会 計処理および報告原則の設定および修正に

・ ついてのイニシアチブは,会 計士に委ね られているとい うことができる。

SECは,多 角経営企業の将来の収益性,危 険度や成長性を予測す るには

セグメン ト別報告書が必要であるとの見解を明 らかに してきたのであるが,

それにたい してAICPAは どのような態度をとっているのであろうか。

APBは,1967年9月 の 「多角経営企業 の補足的財務報告書 の 開示」 と

い う特別報告書では,多 角経営企業が 自社 の実態を慎重 かつ 客観的に検討

し,事 業部門別(industrysegments)に 補足的な財務情報を自発的に開示

するよう勧告 し,そ してさらに調査研究を した うえで最終的な公式意見を発
く　の

表 す ると している。

(2)ア メ り力 の 会 計 実 務 と イ ギ リス の 会 社 法

SECは,多 角 経 営 企 業 の セ グ メ ン ト別 報 告 書 が 資 本 提 供 者 の 意 思 決 定 に

必 要 で あ る と の 考 え 方 に も とづ き,制 度 化 に ふ み き った の で あ るが,1969年

8月14日 以 前 の 会 計 処 理 お よび 報 告 要 件 は ど の よ うな も の で あ ろ うか 。

SECに 届 出 して い る企 業 は,製 品 ま た は 用 役 別,あ る い は 類 似 の 製 品

ま た は 用 役 別(eachproductorservice,orclasssimilarproductsor

services)の 売 上 高 が 全 体 売 上 高 の15%(1969年8月14日 以 降 は5,000万

ドル 以 上 は10%)以 上 も貢 献 して い る 場 合 に は,そ れ らの 相 対 的 な 貢 献 度

を 財 務 諸 表 で は な く して 届 出 書 のnqrrativeま た はtext部 分 で 開 示 しな け

a31bid.,p.56.

⑯"DisclosureofSupplementalFinancialInformationbyDiversified

Companies",The/ournal(ゾAccountancy,October1%7,p.52.
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ればな らない。 また利益が製品の販売 と用役か らの収益に より生 じている場

合,ど ちらかの項 目が全体利益の10%以 上であるな らば,RegulationS-X

に より損益計算書において売上高および収益の売上原価や営業費を区分 して

開示 しなければな らない。 しか し1939年 頃においても,資 本提供者の主た
　

る関心は,そ の利益が製品の販売または用役の提供か ら生 じたのかとい うこ

とよりもむ しろどの種の製品およびどの種の用役か ら生 じたのかとい う点に

あったのである。

SECは,セ グメン ト別報告書についての新 しい規定を設ける前に追加的

情報を自発的に開示するよう勧告 していたが,会 計実務の自発的開示の程度

およびその質はどのようなものであったであろうか。

1965年 にMartinMaritaは 売上高および利益を2つ の主要な製品種類,

すなわち航空および商事に区分 し,さ らに後者をセメン ト・石灰,化 学製品

およびロケ ット製品に区分 して開示 している。 また本部の収益および費用の

すべては製品種類別単位に配賦 されている。Kaiser産 業は製品種類別の部

門および従属会社の営業利益を開示 しているが,そ の利益には本部の収益お
く　の

よび費用の配賦額が含まれていない。

G.Hobgoodは1967年 の年次報告書の うちか ら457社 を調査 したが,そ

れによると売上高の区分は48%で あ り,そ してそれは製品別 または 製品種

類別,市 場別 あるいは 組織単位別に区分されている。 また 純利益の区分は

わずかに9%で ある。そ してその利益は本部費配賦前のものがほとんどであ

り,そ の場合でも税引前のものと税引後のものとがある。他方規模別にみる

とフォーチュン誌のアメリカの大企業500社 以内のものでは売上高の区分は

51%,純 利益の区分は12%で あるのに たい して,500社 以下のものではそ

く　

れは42%と4%で ある。 このように,企 業の規模が大 きくなると売上高や

純利益の区分の割合は大きくなっているが,そ れでもきわめて不十分な状態

⑮Backer&Mcfarland,op.cit.,p.57.

⑯G.Hobgood,``VoluntaryDisclosurein1968AnnualRepor七s",Finan-

cialExecutiveAugust1969,p.64.
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に あ る。

1967年 以来,セ グ メン ト別 報 告書 に つ いて の シソ ポジ ウム,論 文,調 査

研 究 お よび 著 書 の出版 が な され て きたのであ るが,そ のな か で も 特 に注 目

す べ き も のはTulaneシ ン ポ ジ ウム,NAAやFEIの 調 査 研 究 で あ る。

Tulaneシ ンポ ジ ウムで は 種 々の立 場 か らの 見解の表 明 と討論がな され ,そ

の結 果,2つ の重要 な事 項,す な わち,(イ)反 トラス トの よ うな 行政 政 策 に

おけ る 情報 と資本提供者 の意思決定に おけ る 情報 とを 明確に 区別すべ きこ

と,(ロ)経 営者 は資 本提 供 者 に 企業 の状 況 を明 らかにす るのに 最 も適切な地

位 にい るので セグ メン ト,原 価 配 賦 の程 度 や 基 準 の決定 の よ うな基本的な問

題 につ いての合理的 な意思決定がで きること,に つ い て の 合意 が 成 立 した の
く　の

である。

NAAに よれば,経 営者は セグメン トを 最もよく定義す ることがで きる

が,し か しその場合においても各セグメン トが経済的諸条件に したがい同質

的になるよう考慮すべきであるとし,ま た結合収益や費用の恣意的で しかも

誤解をまね くような配賦をさけ るために,共 通費および全体利益への各セグ

メン トの 貢献額が計算することが で きるような 方法を提案す る,と してい

く　　　

る。

FEIは,権 威 の あ る組織 の 多角 経 営 企業 の 追加的 な報告書の必要性 と限

界 につ いての適切 な研究 もな くしてかか る報 告書の報 告要件 を制度化 され る

といけない との配慮 のもとに調査研究 を し,そ して勧 告 した が,そ の うち の

主要 な もの を 示 す とつ ぎのとお りで あ る。 まず 第1に,単 一 企業,す なわ

ち,広 く定 義 され た1つ の産 業 の なか で経 営 活 動 を行 なってい るか,ま た は

高度 に統 合 され て い る 企 業 は,報 告 目的 の た め に 企業 を区 分 す る 必要 はな

い。つ ま り,一 企 業 が い くつ か の構 成 要 素 か らな り,そ してそ れ らが(イ)こ

とな った産 業で 経 営 活 動 を行 な ってお り,(ロ)収 益 性,危 険度 また は 成 長 の

機 会 を ことに してお り,か つ の 重要 性 の 要 件(全 体 の 売 上 高 の15%)を

⑰Rappaport,Firmin&Zeff,op.cit.,pp.114-5.

⑱Backer&Mcfarland,op.cit.,pp.99-100.
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みた しているものでなければ,そ の企業は単一企業 とみなされ る。第2に,

広 く定義された2つ 以上の産業において重要な経営活動を している企業は,

各報告要素別につ ぎのことを開示 しなければな らない。 α)売 上高または収

益,(ロ)各 構成要素の企業全体の利益にたいす る 相対的貢献度(利 益にたい

する貢献度は共通費または本部費の配賦前あるいは配賦後に計算 してもよい

が,そ の場合,用 いた方法を 明 らかにすることが 必要である),第3に,経

営者は企業の組織構造をよく知 っているので,企 業を報告要素に区分するの

に最も精通 した地位にいる。 したがって,経 営者は報告要素を決定 し,そ し

て各要素の経営活動を報告 しなければな らない。第4に,か か る報告書は年

次報告書に含め られるが,経 営者の判断により正規の財務諸表以外のところ
くユの

に記載す ることも認め られ る。 ・

他方,イ ギ リスにおいては1965年 に 採用された ロン ドン証券取引所の報

告要件によれば,一 企業 または企業集団が有価証券をは じめて上場 しようと

する場合,過 去3年 間にわた り売上高または売上総利益を重要な取引活動別

に適切に区分 した報告書を作成 しなければならない。また取引所に上場 され

ている有価証券を追加発行 しようとす る場合,当 該企業 または企業集団がか

な りことなった経営活動を しているときには,監 査済財務諸表 または取締役

報告書(annualauditedaccountsorchairman'ssta七ement)の なかにそ

れ らの経営活動の企業全体の営業利益にたいする貢献額または貢献割合を示

した報告書を含めなければな らない。

ロソ ドン証券取引所の上記の報告要件は,イ ギ リス の1967年 会社法の第

17条 において,取 締役報告書で セグメン ト別の売上高 および 営業利益の相
く　

対的貢献度を明 らかにすることが義務づけ られている。

第17条(取 締役報告書において,数 種の経営活動を 行なっているときには

経営活動別の売上高および利益を明らかにすべ きこと)。

(1)あ る会社は会計年度を通 じて2種 以上の経営活動を行なってお り,か

⑲Mautz,pp.157-8.

⑳Rappaport.,pp.23・9-10.
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・つ取締役はそれ らがお互に著 しくことな っていると判断 した ときには,

当該年度の取締役報告書にはつ ぎの事項を記載 しなければな らない。

(a)当 該年度の売上高にたいす る各経営活動の売上高の割合(業 種を表

示す ること)。

(b)各 経営活動に関 して,取 締役はその経営活動を行な うことが,当 該

年度の会社 の税引前の利益 または損失に貢献 しまたは制限 したと判断

したときには,そ の大 きさまたは近似値(い ずれ も金額で表示す るこ

と)。

(3)セ グメン ト別報告書の制度化

SECはAPBの 特別報告,NAAやFEIの 調査報告およ.びイギ リス

の会社法などを検討 し,証 券法および証券取引法にもとづき多角経営企業の

開示要件の拡大についての草案を1968年4月,そ の草案の修正案を1969年

2月,そ して1969年7月14日 に通牒第4988号 と第8650号 を発表 し,多 角

経営企業が1969年8月14日 以降FormsS-1,S-7お よび10に よって提出

す る届出書には,事 業部門別報告書(セ グメン ト別報告書)を 含めるよう要

求す ることになったのである。そ こで この通牒の主要なものを示す とつぎの

ようになる。

まず第1に,届 出会社およびその従属会社が2つ 以上の事業部門で経営活

動を行なっている場合,あ る事業部門が過去2年 間のうちのいずれかにおい

て一定の条件をみた しているときには,そ の事業部門の売上高および利益ま

たは損失(所 得税や異常項 目の控除前)の 概算額 または割合を届出会社の過

去5年 間にわたって 会計期間ごとに,ま たは1966年12月31日 以降の会計

期間ごとに開示 しなければな らない。 しか しかかる利益にたいす る貢献度を

開示することが実行不可能であるときには,そ の理 由についての簡単な説明

をつけて,そ の利益に 最も近い 営業成績の貢献度を 開示 しなければな らな

い。 ここで一定の条件 とは,(イ)企 業全体の売上高の10%以 上,(ロ)い かな

る事業部門の損失,所 得税や異常項 目を差引 く前の利益の10%以 上,ま た
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は の 上記(ロ)において開示 され る利益の10%以 上になる損失を意味す る。

しか し過去2年 間の うちのいずれかにおいて企業全体の売上高が5,000万 ド

ル以下である場合には ④,(ロ)お よび(A)に おいて 示 された割合は15%と す

る。

第2に,情 報が要求される 事業部門の数が10コ 以上になる場合には,届

出会社の判断により自己の会社の理解にとって最 も重要であると考えられる

10コ の 事業部門についてのみ 開示することができる。 第3に,製 品または

用役をい くつかの事業部門にグルーピングす る場合,収 益性,危 険度や成長

の機会,す べての関連要因を適切に考慮 しなければな らない。また製品また

は用役をグルーピングするための基礎およびグル ーピングの期間的な重要な

変更については,そ れを簡単に説明 しなければならない。第4に,製 品また

は用役の内部振替価格の決定方法および共通費や本部費の配賦方法が事業部

門め利益の貢献度にかな りの影響がある場合には,そ の方法,そ の方法の期
く　 　

問的な重要な変更およびその変更の効果を簡単に説明しなければならない。

またSECは,1970年 にFormIO-Kを 修正 して届出書 におけると同一

の事業部門別情報を年次報告書のなかにも含めることを要求 している。

SECの このような規定にたい して,NAA,FEIお よびAPBは それ

ぞれの見解を発表 しているが,そ の うちの主要な点を示す とつぎのようにな

る。NAAに よれば,SECの 規定は本部費の各セグメン トへの配賦を妥当

なものとして認めているが,そ れでは目的の遂行ができるか どうか疑問であ

る。結合原価のようなものを配賦 しようとすれば恣意性が さけ られず,そ の

結果,投 資意思決定のための情報 としては不適当なものとなる。投資者が将
　

来の利益を予測す るために,セ グメン ト別情報を用いる場合には共通費の配

賦は不必要である。 したが って,我 々は,SECの 規定における純利益への

貢献額 とはセグメン トの収益か ら個別費を差引いたものと定義する,と して
く　　

い る 。

釦)oP。ci七.,PP.23●15司6.

⑳"SECOpposedonConglomerateDisc】osureProposals's,Management

Accountin8,December1968,p.55.
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FEIに よれば,SECの10%基 準は支持す ることもまた支持すること

の必要性も見出す ことができない。 それはFEIの 調査研究,15%基 準を

用いている長年の会計実務および経営活動の細分化が進むにつれてその成果
(23)

の正確i性と信頼性が失なわれるか らである,と している。

またAPBに よれば,10%基 準の適正性については委員の意見の一致を

みていないが,一 ・部にはその基準はあまりに も低す ぎるきらいがあるとい う

意見 もある。 また規定では過去2年 間の うちで全体の売上高または純利益の

10%以 上 となっているが,そ の基準を低 くす る前に従来の売上高15%に 追

く　の

加された適用範囲におけ る状態を検討 してみる必要がある,と している。

APBに かわって設立されたFASBは,セ グメソ ト別報告書について'

の草案を発表 したが,そ の うちの主要な点を示すとつぎのようになる。第1

に,セ グメソ ト別情報は監査済財務諸表 または脚注において開示されなけれ

ばな らない。第2に,セ グ メン トの売上高,営 業利益 または資産が企業全体

の10%以 上である場合にはそのすべてが 開示されなけれぽならない。 第3

に,セ グメン トの開示内容は売上高,貢 献利益(収 益マイナス個別費),営

業費(貢 献利益マイナス利子費および本部費以外の営業費配賦額)お よび認
(25)

識可能 な資産であ る。FASBの 草 案 は,重 要 性 の10%基 準 お よび貢 献 利

益 を 妥 当 と したば か りでな く,資 産 に つ い て も開示 すべ きで あ る と してい る

が,こ の 点 につ い ては 注 目す べ き ものがあ る。 さ らに重要 な点は,セ グ メン

ト別 情報 を監 査 済 財 務 諸表 または脚注に おいて開示すべ きであ ると してい る

点であ る。 従来,セ グ メン ト別 情報 は 年 次 報 告 書 の監査の 対 象にな らない

president'sletterま た はfinancialhiiightの 部 で示 され る ことが 多 か っ

た の で あ るが,そ れが 監 査 の対 象 に な る財務 諸 表 の部で示 され るよ うにな る
く　

こ と は 情 報 の 信 頼 性 を 高 め る う え か ら も大 き な 進 歩 で あ る 。

㈲Ibid.,pp.55-6.

li,i)"APBCommentsonSECProposalonProduc七LineReporting",The

JournalofAccountancy,December1968,p.12.

㈲``FASBProposesLineofBusinessReporting",FinaηcialExecutive,

December1975,p.12.

㈲ 末 尾 一 秋 「連 結 財 務 諸 表 と セ グ メ ン ト ・ レ ポ ー ト」(r会 計 』,昭 和51年5月)

PP.92-4.
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5.む す び に

セグメン ト別報告書は,反 トラス ト・独占に関する小委員会における公聴

会の証言のなかでその必要性が強 く主張されてきた。その場合におけるセグ

メン ト別報告書の必要性 とは,多 角経営企業の不公正な競争の取締 りのため

の資料収集および資本提供者の情報要求に応 じるためのものである。前者の

場合,多 角経営企業が交互助成 という手段を用いて不公正な競争を行なって

いるかどうか,ま た行なっているときにはそれが どの程度のものであるかに

ついての情報を収集す るためのものである。後者の場合,多 角経営企業は一

企業内に収益性,危 険度および成長性のことなるい くつかの事業部門が含ま

れているために,資 本提供者が合理的な意思決定をす るにはセグメン ト別報

告書が どうしても必要であるとい うことである。セグメン ト別報告書は,か

か る2つ の点において有用な会計情報を提供す るが,特 に後者の点がそれを

制度化させる大 きな要因となったのである。

セグメソ ト別報告書は1969年8月14日 以降か らSECの 届出書に含める

ことが義務づけ られたが,セ グメン ト別報告書の作成にあたっては経営者の

判断に委ね られている部分がかな りある。そこで経営者の判断が正 しいかど

うかを監査する必要があるが,1975年 にFASBは セグメン ト別報告書を

監査の対象とすべ きであるとい う草案を発表 している。 この草案はセグメソ

ト別報告書の情報の信頼性を高めるためにきわめて有益なもめである。 しか

しその場合,セ グメン ト別報告書が資本提供者の情報要求をどの程度みた し

ているか,ま たその報告書が企業の状態をどの程度に適正に表示 しているか

とい う監査については何もふれていない。 この点は非常に重要な問題である

ので,更 に検討する必要がある。

(1976.づ.31)




